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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画策定の背景と目的 

近年、少子高齢化や人々の価値観・ライフスタイル等の多様化により、私たちを取り巻く社会

が大きく変化しました。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響により、人々の関わり合いや

交流の場等の機会が減少し、地域の支え合い・助け合う力の低下、結びつきの希薄化などが

加速し、個別の支援だけでは対応しきれない、既存の制度の枠組に当てはまらない課題の顕

在化や地域生活課題の複雑化・多様化といった問題が生じています。 

 

一方で、かつては家庭や地域で対応してきた役割が、核家族化、ひとり親世帯の増加、住民

同士の結びつきの希薄化などに伴い、今では果たすことが困難となりつつあります。さらに、要

介護者の増加や人口減少により、急激な介護力不足が予想されています。 

 

国においては、子どもから高齢者まで、障がいの有無に関わらず、すべての人々が一人ひと

りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指す方向性が示さ

れ、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により「社

会福祉法」を改正し、２０１８（平成30）年４月に施行されました。 

 

国際的には、2015（平成27）年9月の国連サミットにおいて、2030（令和12）年までに持続

可能でよりよい世界を目指す国際目標としてSDGｓが採択されました。 

SDGsの「誰一人取り残さない」という理念と、地域共生社会の考え方はともに目指すところ

は同じであり、SDGsの達成に取り組むことが「持続可能な地域」をつくることとつながると考

えられます。 

 

また、国の「いのちを支える自殺対策」という基本理念のもと、「誰も自殺に追い込まれること

のない社会」の実現を目指し、社会における自殺のリスク要因を減らし、生きることの促進要因

を増やすことを通じて、社会全体でリスクを低下させるように、総合的かつ効果的に、自殺対

策を推進していくことが重要です。 

 

さらに、「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、再び罪を犯すことなく地域で安定した生

活を送るためには、国、地方公共団体及び民間団体が一丸となって息の長い支援を実施する

必要があるとしていることから、地方公共団体における「再犯防止推進計画」の策定の必要性

が高まっています。 

 

このような国の動向やこれまでの本市における「地域共生社会」の実現に向けた取組、市民

意識等を踏まえ、今後ますます複雑化・多様化していく地域生活課題に対して、行政や社会福

祉協議会、関係機関等が協力し合いながら、制度や分野の枠を超えて柔軟に対応できる包括

的な支援体制づくりを推進するため、本市の福祉部門の上位計画として、「自殺対策計画」及

び「再犯防止推進計画」を含む形で「第３次稚内市地域福祉計画」を策定します。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、社会福祉法第107条に規定する市町村地域福祉計画です。また、稚内市総合計

画を最上位計画とする稚内市の計画体系の中で、福祉に関する上位計画に位置付けられ、本

市の地域福祉の推進において、中核的な役割を示すものです。(本計画には、自殺対策基本法

第13条の規定に基づき策定する「市町村自殺対策計画」としての内容及び再犯の防止等の推

進に関する法律第8条の規定に基づき策定する「地方再犯防止推進計画」としての内容を含み

ます。) 

地域福祉を推進し、「地域共生社会」を実現するために、市民、地域、福祉関係者、社会福祉

協議会、市の役割を示すとともに、社会福祉協議会が策定する「地域福祉実践計画」と連携し

ます。また、「稚内市男女共同参画行動計画」や「稚内市地域防災計画」など、関連する計画と

整合性を図ります。 

さらに、SDGsの基本理念である「誰一人取り残さない」という視点は、地域福祉計画とも共

通するものであることから、本計画ではSDGsの理念を取り入れ、計画を推進していきます。 

 

【計画の位置付け】 
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2001（平成13）年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、2015（平成27）

年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載された

2030（令和12）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール（目標）と

169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」と

誓っています。ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国が取り組むユニバーサル（普遍的）なもので

あり、日本としても積極的に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本計画に関連する目標】 

1.貧困をなくそう 

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に

終止符を打つ 

２.飢餓をゼロに 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と

栄養状態の改善を達成するとともに、持

続可能な農業を推進する 

3.すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人の健康的な

生活を確保し、福祉を推進する 

4.質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公平で質の高

い教育を提供し、生涯学習の機会を促進

する 

5.ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女

性と女児のエンパワーメントを図る 

8.働きがいも経済成長も 

すべての人のための持続的、包摂的かつ

持続可能な経済成長、生産的な完全雇用

およびディーセント・ワーク（働きがいの

ある人間らしい仕事）を推進する 

10.人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の格差を是正する 

11.住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、強

靭かつ持続可能にする 

16.平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会

を推進し、すべての人に司法へのアクセスを

提供するとともに、あらゆるレベルにおいて

効果的で責任ある包摂的な制度を構築する 

17.パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発に向けて実施手段を強

化し、グローバル・パートナーシップを活

性化する 

ＳＤＧｓ（エス・ディ・ジーズ／持続可能な開発目標）とは 
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３．計画の期間 

本計画の期間は、2024（令和６）年度からの５年間とし、必要に応じて計画の見直しを行い

ます。 

 

2019 

(H31) 

2020 

(R2) 

2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

2024 

(R6) 

2025 

（R7） 

2026 

（R8） 

2027 

（R9） 

2028 

（R10） 

2029 

（R11） 

           

           

           

           

           

           

           

           

 

【稚内市社会福祉協議会】 

           

 

 

 

  

 
地域福祉実践計画 

2024（R6）～2028（R10） 

第５次稚内市総合計画 
2019(H31)～2028(R10) 

第２次稚内市地域福祉計画 
2019(H31)～2023(R5) 

 

第３次稚内市地域福祉計画 
2024(R6)～2028(R10) 

 

第５次稚内市障がい者基本計画 

2019（R3）～2023（R5） 

 

第６次稚内市障がい者基本計画 
2024（R6）～2029（R11） 

第６期稚内市障がい福祉計画 

2019（R3）～2023（R5） 

 

第７期稚内市障がい福祉計画 
2024（R6）～2029（R11） 

稚内市高齢者保健福祉計画 
2019（R3）～2023（R5） 

 

稚内市高齢者保健福祉計画 
2024（R6）～2026（R8） 

 

第８期稚内市介護保険事業計画 

2019（R3）～2023（R5） 

第９期稚内市介護保険事業計画 

2024（R6）～2026（R8） 
 

第２期稚内市子ども・子育て支援事業計画 
2020（R2）～2024（R6） 

 

 
地域福祉実践計画 

2022（R4）～2023（R5） 

 

計画準備 

 

 
第２期稚内市障がい児福祉計画 

2019（R3）～2023（R5） 

第３期稚内市障がい児福祉計画 
2024（R6）～2029（R11） 
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４．計画の策定体制 

（１）稚内市地域福祉計画庁内策定委員会 

庁内の関係課長を委員とする「稚内市地域福祉計画庁内策定委員会」を設置し、各委員が

所管する業務を中心に議論を行い、稚内市地域福祉計画素案の策定を行いました。 

 

（２）稚内市保健医療福祉審議会 

本市における保健医療及び社会福祉に関する重要事項の調査及び審議を役割とする「稚内

市保健医療福祉審議会」に対し、本計画の内容について諮問して、答申をいただきました。 

 

（３）アンケート調査の実施 

本市の地域福祉における課題を把握するため、市民2,000人を対象としたアンケート調査

を実施しました。 

 

（４）地域福祉ワークショップの実施 

地域住民の皆様から地域福祉における課題や意見（アイデア）を出していただき、本計画の

策定に活かすため、ワークショップを開催しました。 

 

（５）関係者団体調査 

地域福祉の推進に関わりのある関係者を対象に、各々の立場から、現状と今後の地域福祉

を考えるにあたっての課題等について把握するためのアンケート調査を実施しました。 

 

（６）こころの健康に関するヒアリング調査 

こころの健康に関する課題や対策を検討する資料とするため関係機関を対象に、ヒアリング

調査を実施しました。 

 

（７）パブリックコメントの実施 

稚内市地域福祉計画素案に対する意見募集（パブリックコメント）を行いました。 

意見募集の期間：2024（令和6）年1月●日 ～ 同年●月●日 
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第２章 地域を取り巻く現状 

１．人口・世帯・年齢別構成等の状況 

本市の人口は、1975（昭和50）年の55,464人をピークに減少に転じており、2023（令和

5）年には31,150人となり、今後も人口減少が続くと考えられます。 

また、年齢3区分別で見ると、高齢者人口は増加傾向が続いているのに対し、生産年齢人口

及び年少人口は年々減少しており、少子高齢化が進んでいます。 

世帯数については、2023（令和5）年では微減が続いており、今後も核家族化が進むととも

に、高齢者の単身世帯が増加すると考えられます。 

 

【人口・世帯数の推移と推計】 

 

資料：【実績】住民基本台帳（各年9月末）、国勢調査（１９７５年） 

【推計】住民基本台帳の実績より推計 
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２．子どもと家庭を取り巻く状況 

幼稚園の利用者数は、子どもの人口に比例し減少傾向となっているものの、働く保護者の

増加を受け、2022（令和4）年度に市立保育所の統合や認可保育所の開設により定員が増え

たことなどから、保育所はほぼ横ばいで推移しています。 

 

【幼稚園・保育所利用者数の推移】 

 

資料：こども課（各年度５月１日現在） 

 

学童保育所の対象児童数は、2020（令和2）年度から2021（令和3）年度に新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けて増減しています。 

 

【学童保育対象児童数の推移】 

 

資料：こども課（各年度５月１日現在） 
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児童館の年間利用者数は、対象児童数の減少のほか、2020（令和２）年度からは新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けて大きく減少しており、2022（令和４）年度には20,441人と

なっています。 

 

【児童館の年間利用者数の推移】 

 
資料：こども課（各年度3月末） 
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３．高齢者を取り巻く状況 

65歳以上の人口は増加が続いていましたが、2021（令和３）年度をピークに、2023（令和

5）年度は10,824人と減少しています。一方、高齢化率は増加傾向となっています。 

 

【65歳以上人口・高齢化率の推移】 

 

資料：住民基本台帳（各年度9月末） 

 

要介護認定者数及び認定率については、いずれも増加傾向となっています。 

 

【要介護認定者・認定率の推移】 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年度９月末）  
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４．障がいのある人を取り巻く状況 

障がいに関する手帳所持者数は、身体障害者手帳の所持者は減少傾向、療育手帳及び精

神障害保健福祉手帳の所持者は増加傾向となっています。 

 

【手帳所持者数の推移】 

 

資料：社会福祉課（各年度３月末、2023年度は9月末） 

 

５．生活保護の被保護世帯、人員の状況 

生活保護世帯数及び生活保護費は、いずれも減少傾向となっています。 

 

【生活保護世帯数・生活保護費の推移】 

 

資料：社会福祉課（各年度３月末） 
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1,229 1,216 1,233
1,163

1,108 1,082

0

500

1,000

1,500

0

200

400

600

800

1,000

2017年度

(H29年度)

2018年度

(H30年度)

2019年度

(R元年度)

2020年度

(R2年度)

2021年度

(R3年度)

2022年度

(R4年度)

(百万円)

生活保護世帯数 生活保護費

(世帯)
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６．特定健康診査及び各種がん検診等の状況 

特定健康診査の受診率は、2020（令和２）年度に新型コロナウイルス感染症の影響により

減少したものの、回復傾向となっています。 

また、各種がん検診の受診者数についても同様となっており、2020(令和２)年度に新型コ

ロナウイルス感染症の影響により減少したことを除くと、ほぼ横ばいの状況です。 

 

【特定健康診査受診者数・受診率の推移】 

 

資料：北海道国保連合会（各年度３月末） 

 

【各種がん検診受診者数】 

 

資料：健康づくり課（各年度３月末） 

  

1,113 1,053 

1,289 

1,057 1,111 1,147 

20.7 20.5

25.6

21.4
23.3

25.6

0

10

20

30

0

500

1,000

1,500

2,000

2017年度

(H29年度)

2018年度

(H30年度)

2019年度

(R元年度)

2020年度

(R2年度)

2021年度

(R3年度)

2022年度

(R4年度)

(人) (％)

受診者数 受診率

919 
857 

841 

625 

899 924 

1,662 

1,576 

1,698 

1,412 

1,553 
1,620 

1,634 

1,614 

1,625 

1,382 

1,498 1,522 

780 

610 591 

662 

539 
601 

670 

895 

665 

745 
703 

813 

706 

671 

717 

588 631 

702 

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2017年度

(H29年度)

2018年度

(H30年度)

2019年度

(R元年度)

2020年度

(R2年度)

2021年度

(R3年度)

2022年度

(R4年度)

(人)

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮がん 乳がん 前立腺がん
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７．各種調査結果 

（１）市民アンケート調査 

① アンケート調査の概要 

■調査目的 

「第３次稚内市地域福祉計画」の策定にあたり、稚内市民の地域福祉に関する意識やニー

ズ・意見等を把握し、今後の施策内容に反映させていくための基礎資料とするため実施しま

した。 

■調査対象 

稚内市在住の18歳以上の市民から2,000人を無作為に抽出 

■調査方法 

郵送配布・郵送回収 

■調査期間 

2023（令和５）年８月～９月 

■回収結果 
 

配布数 回収数 回収率 

2,000件 607件 30.4％ 
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② アンケート調査の主な結果と課題 

■近隣・地域との関係について 

近所の人との付き合いの程度は、「たまに立ち話をする程度」が最も多くなっており、理想と

する近所の人との付き合いの程度についても「たまに立ち話をする程度」となっています。 

また、地域で住民の協力関係を築くためには、「自ら進んで日頃から住民相互のつながり

を持つように心がけること」が必要と考えている人が多くなっているため、日頃からの助け合

いについては、声掛けや身近な手助けの方法などの周知が必要となります。 

 

【現在の近所の人との付き合いの程度】 

 

 

【理想とする近所の人との付き合いの程度】 

 

 

【地域で住民の協力関係を築くために必要なこと】 

 

  

ほとんど もしくは まったく付き合いはない

たまに立ち話をする程度

気の合った人とは仲良くしている

日頃から助け合っている

無回答

17.0

41.7

23.1

16.0

2.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=607)

ほとんど もしくは まったく付き合わない

たまに立ち話をする程度

気の合う人と仲良くする

日頃から助け合う

無回答

4.8

36.7

25.4

29.8

3.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=607)

自ら進んで日頃から住民相互のつながりをもつように心がけること

町内会・自治会が中心となって交流活動を進めること

地域の人が気軽に集まる場所や地域活動の拠点となる場をつくること

地域活動に関する具体的な情報を広く紹介すること

地域活動を担う、リーダーとなる人材を育成すること

行政や社会福祉協議会が地域活動への支援やコーディネートをすること

地域の企業や団体などに地域活動への参加を呼びかけること

ボランティア団体やＮＰＯ(特定非営利法人)の活動を活発にすること

その他

特にない・わからない

31.0

28.5

28.3

24.4

23.4

17.5

11.0

7.6

4.4

24.5

4.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

R5(n=607)
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■地域活動やボランティア活動について 

地域活動やボランティア活動への参加状況は、「活動に参加したことがない」が約５割で最

も多くなっている一方、前回調査（平成３０年実施）と比較すると、「参加している（したことが

ある）」人の割合が増加しており、地域活動やボランティア活動に対する意識が高まっていると

考えられます。 

また、参加できない理由として、「仕事や家事が忙しく時間がとれない」が最も多くなってい

ます。次いで「参加のきっかけがつかめない・参加するためにどこに行ったらよいかわからな

い」となっていることから、潜在的に地域活動やボランティア活動に興味のある人が参加しや

すい仕組みづくりが必要です。 

 

【地域活動やボランティア活動への参加状況】 

 

 

【地域活動やボランティア活動に参加できない理由】 

※「地域活動やボランティア活動に参加したことがない」人への限定設問 

 

  

現在活動に参加している

以前活動に参加したことがあるが、現在はしていない

活動に参加したことがない

無回答

20.9

24.5

49.3

5.3

10.6

18.9

63.7

6.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

R5(n=607)

H30(n=620)

仕事や家事が忙しく時間がとれない

参加のきっかけがつかめない・参加するために
どこに行ったらよいかわからない

健康に自信がない

身近に活動グループや仲間がいない

興味の持てる活動がない

活動のための資格、技術がない

地域活動やボランティア活動をしたくないから

そのような活動は、本来行政がやるべきものだと思うから

活動のための費用がない

小さな子どもや介護を必要とする家族がいる

家族や職場の理解が得られない

その他

無回答

53.8

28.1

20.7

20.1

15.4

10.4

9.4

7.7

6.4

5.7

1.7

2.3

5.0

47.1

25.3

19.0

15.2

11.1

10.9

6.1

3.5

7.3

6.6

1.8

6.3

6.3

0％ 20％ 40％ 60％

R5(n=299)

H30(n=395)
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地域活動やボランティア活動をする上で改善が必要なことは、「参加者がなかなか集まらな

いこと」が最も多く、次いで「活動の後継者やリーダー役になる人がいないこと」、「活動に関す

る情報収集や情報発信をする場、機会が少ないこと」となっています。 

一方、地域活動やボランティア活動への今後の参加意向は、「ぜひ参加したい」と「できれば

参加したい」を合わせたが約４割が『参加したい』としています。また、前回調査と比較しても

増加していることから、地域活動やボランティア活動に関心がある人に向けたきっかけづくり

や参加方法の周知を行うことにより、参加者の増加が見込まれます。 

 

【地域活動やボランティア活動をする上で改善が必要なこと】 

※「地域活動やボランティア活動に参加している（していた）」人への限定設問 

 

 

【地域活動やボランティア活動への今後の参加意向】 

        

  

参加者がなかなか集まらないこと

活動の後継者やリーダー役になる人がいないこと

活動に関する情報収集や情報発信をする場、
機会が少ないこと

トラブルなどが発生した時の責任が重いこと

他の団体などとの連携が難しいこと

経済的な負担が大きいこと

活動の拠点となる場所が遠いこと

その他

特にない

無回答

44.6

34.8

23.6

12.3

9.8

8.7

4.3

4.3

15.9

11.2

38.3

26.2

23.0

15.8

11.5

9.3

10.4

3.8

13.7

12.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=276)

H30(n=183)

ぜひ参加したい

できれば参加したい

あまり参加したいとは思わない

まったく参加したいとは思わない

わからない

無回答

4.3

39.2

25.7

8.6

15.8

6.4

2.8

26.3

29.6

9.1

24.1

8.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=607)

H30(n=395)
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■福祉について 

福祉への関心について、「とても関心がある」と「やや関心がある」を合わせた約７割の人が

『関心がある』としており、前回調査と比較しても大きな差はありませんでした。 

また、福祉サービスに関する情報の入手方法は、「広報紙」が最も多くなっている一方、約１

割の人が「どこからも入手していない」としています。どの性別、年代においても有効なものは

広報紙となっていますが、今後、特に若い世代に興味を持ってもらえるようなインターネットの

活用方法や内容の検討が必要となります。 

 

【福祉への関心】 

       

 

【福祉サービスに関する情報の入手方法】 

 

 

とても関心がある

やや関心がある

あまり関心がない

まったく関心がない

無回答

21.6

48.9

21.3

2.3

5.9

24.8

46.3

18.4

2.9

7.6

0％ 20％ 40％ 60％

R5(n=607)

H30(n=620)

広報紙

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

インターネット

知人・友人

市役所

保健福祉センター

地域包括支援センター

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

基幹相談支援センター

その他

どこからも入手していない

無回答

62.3

36.6

18.5

18.5

12.2

7.9

7.2

5.3

3.6

2.0

2.8

9.6

4.0

54.2

43.4

12.3

18.4

11.6

8.9

7.9

5.5

5.0

4.4

2.9

10.2

4.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

R5(n=607)

H30(n=620)
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地域で安心して暮らすために必要な福祉の取組は、「身近な相談窓口の充実」が最も多く

なっており、次いで「在宅福祉サービスの充実」、「施設サービスの充実」となっています。 

前回調査と比較すると、「地域活動を担う人材の育成」が必要であると感じている人が増加

していることから、地域活動の担い手の確保は重要な課題であると考えられます。 

また、地域の人々に福祉サービスを提供する制度や組織について、「知らない・わからない」

としている人が多くなっているため、わかりやすい内容で周知していくことが重要です。 

 

【地域で安心して暮らすために必要な福祉の取組】 

 

 

【福祉サービスを提供する制度や組織の認知度】 
 

制度・組織の名称 最も多かった回答 

①民生委員児童委員 制度は知っているが、地域の担当の人までは知らない 

②社会福祉協議会 名称は聞いたことはあるが、よくわからない 

③地域包括支援センター 名称は聞いたことはあるが、よくわからない 

④基幹相談支援センター 知らない 

⑤子育て世代包括支援センター 名称は聞いたことがあるが、よくわからない 

身近な相談窓口の充実

在宅福祉サービスの充実

施設サービスの充実

福祉に関する情報提供の充実

手当など、個人や家族に対する金銭的な援助の充実

住民が共に支え合い、助け合える地域づくりの推進

気軽に集まれる場の充実

地域活動を担う人材の育成

専門性の高い相談支援の充実

健康づくりや生きがいづくりの推進

高齢者や障がい者の社会的就労機会の確保

個人の自立を支援するサービスの充実

地域活動への公的な援助の充実

福祉教育の充実

施設や交通機関などにおけるバリアフリーの推進

その他

特にない・わからない

無回答

29.0

28.8

27.2

16.8

16.0

12.7

12.5

10.7

10.4

8.9

7.7

7.1

6.4

4.9

3.6

1.2

6.6

13.2

30.8

29.2

27.1

20.6

20.8

13.7

12.6

8.5

12.1

9.7

8.9

7.6

7.1

6.1

6.1

1.6

4.4

9.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

R5(n=607)

H30(n=620)
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地域の福祉を担う主体についての考え方は、「福祉や地域のことは、行政も住民も協力し

合い、ともに取り組むべきである」が最も多く、次いで「できるだけ人に頼らず、自分でできる

ことは自分でやっていきたい」となっています。 

前回調査と比較すると、上記項目が逆転する形となっており、地域や地域福祉への関心が

高まっていることがわかります。 
 

【地域の福祉を担う主体についての考え方】 

 
 

■こころの健康について 

現在自分が感じる幸せの程度を0点～10点で点数化した「幸福度」の平均点は以下の通り

です。 

世界幸福度報告※による日本の幸福度平均は、2023（令和５）年で6.1点となっており、こ

れと比較すると高い点数となっています。 
 

【幸福度の平均点（年齢別）】 

 2018（H30） 2023（R5） 

全 体 6.8点 6.8点 

年

齢

別 

１８～２９歳 5.8点 6.3点 

30～39歳 6.7点 6.6点 

４０～４９歳 6.9点★ 6.7点 

50～59歳 6.6点 6.6点 

60～64歳 6.7点 6.6点 

65～69歳 6.8点★   7.4点★ 

70～74歳 6.9点★   7.0点★ 

７５歳以上 7.2点★   6.9点★ 

※世界幸福度報告：国連機関が発行する、世界各国の幸福度に関する報告。 

★：全体の平均点以上 

  

福祉や地域のことは、行政も住民も
協力し合い、共に取り組むべきである

できるだけ人に頼らず、
自分でできることは自分でやっていきたい

福祉や地域のことは、
行政がしっかりと面倒を見るべきである

地域の人が互いに協力し、
住みやすい地域にしていきたい

その他

特に必要なことはない

無回答

39.5

30.1

10.4

10.2

1.0

1.3

7.4

36.3

33.2

9.5

10.5

0.3

2.3

7.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=607)

H30(n=620)
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日頃の悩みの有無のうち、病気など健康の問題については「現在ある」とした人が約４割と

最も多くなっています。 

また、相談相手については、家族や親族へ「相談したことがある」が最も多くなっている一方、

家族や親族以外には「相談しないと思う」と回答した人が多くなっています。 

男女別では、相談相手を問わず「相談しないと思う」と回答した人の割合は、女性より男性

が高くなっています。 

 

【日頃の悩みの有無】 

       
 

【悩みやストレスの相談相手】 

 

n=607    

①家庭の問題

②病気など健康の問題

③経済的な問題

④勤務関係の問題

⑤恋愛関係の問題

⑥その他

43.2

37.2

55.2

42.3

64.1

12.4

20.1

12.0

12.7

15.7

8.1

0.5

20.1

39.7

15.8

18.6

2.8

1.2

16.6

11.0

16.3

23.4

25.0

86.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意識して感じたことはない かつてあったが今はない

現在ある 無回答

n=607    

①家庭や親族

②友人や同僚

③先生や上司

④近所の人

⑤かかりつけの医療機関の職員

⑥公的な相談機関

⑦同じ悩みを抱える人

⑧市が開催する各種相談会の専門家

⑨インターネット上のつながりの人

⑩その他

19.6

30.5

55.2

65.2

36.6

47.6

50.2

53.7

69.5

12.2

32.1

21.9

10.5

11.2

32.5

26.4

22.2

20.9

5.3

0.3

36.4

29.8

10.2

2.3

12.4

5.8

5.9

2.6

1.6

0.2

11.9

17.8

24.1

21.3

18.6

20.3

21.6

22.7

23.6

87.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談しないと思う 実際にしたことはないが相談すると思う

相談したことがある 無回答
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【男女別・日頃感じる悩みの相談相手】 

  男性 女性 

相談する 相談しない 相談する 相談しない 

①家族や親族 67.2 23.5 68.5 16.8 

②友人や同僚 42.6 40.1 60.7 22.5 

③先生や上司 19.5 58.1 21.9 53.7 

④近所の人（町内会・民生委員） 13.7 67.9 13.3 64.1 

⑤かかりつけの医療機関の職員 

（医師・看護師） 
44.5 40.1 46.0 33.3 

⑥公的な相談機関 

（市役所・地域包括支援センター） 
31.4 51.6 33.0 44.8 

⑦同じ悩みを抱える人 25.2 54.5 31.4 47.0 

⑧市が開催する各種相談会の専門家 24.6 55.6 23.8 52.1 

⑨インターネット上のつながりの人 7.6 70.4 6.3 69.8 

⑩その他 0.0 11.6 0.9 13.0 

 

自殺（自死）対策に関するPR活動については、約７割の人が「必要」「どちらかと言えば必要」

としています。 

 

【自殺（自死）対策に関するPR活動】 

 

 

  

必要

どちらかといえば必要

どちらかといえば不要

不要

無回答

33.1

40.9

9.6

9.9

6.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

R5(n=607)
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■災害への対策について 

災害時の自力避難について、約1割の人が「避難できない」、約２割の人が「わからない」と

しています。 

また、避難行動要支援者名簿については、約８割の人が「知らない」としており、災害時の避

難支援等につなげるために認知度を高めることが課題となります。 

 

【災害時の自力避難】 

      

 

【避難行動要支援者名簿の認知度】 

        

 

 

■福祉のまちづくりについて（自由記述） 

福祉のまちづくりについては、「交流や支え合い（交流の場やきっかけづくりなど）」について

の意見が最も多く、次いで「高齢者や介護（わかりやすい仕組みづくり、不安や問題の解決の

ための仕組みづくりなど）」、「社会活動や地域活動（担い手不足の解消など）」についての意

見が多く挙げられています。 

  

避難できる

避難できない

わからない

無回答

61.0

10.7

23.9

4.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

R5(n=607)

知っている

知らない

無回答

15.5

81.2

3.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

R5(n=607)
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（２）団体向け調査 

① 調査の概要 

■調査目的 

「第３次稚内市地域福祉計画」の策定にあたり、稚内市を拠点とする福祉関係団体の活動

に関する問題を把握し、今後の施策内容に反映するための基礎資料とするため実施しました。 

■調査対象 

稚内市内を拠点とする福祉に関係のある団体 

■調査方法 

郵送や手渡しにて配布・回収 

■調査期間 

2023（令和５）年10月 

■回収結果 
 

配布数 回収数 回収率 

18件 18件 100.0％ 

 

② 調査の主な結果 

■運営上の問題点や課題 

運営上の問題点や課題については、「活動メンバーが高齢化している」が最も多くなってお

り、次いで「活動メンバーになる人が少ない」、「団体を運営するスタッフや役員不足」、「活動

のマンネリ化、活動が広がらない」となっています。 
 

【運営上の問題点や課題】 

 

活動メンバーが 高齢化している

活動メンバーに なる人が少ない

団体を運営する スタッフや役員不足

活動のマンネリ化、 活動が広がらない

支援を必要とする 人の情報が得にくい

活動に対する周囲の 理解不足

関連団体との連携不足

活動資金・運営資金の 不足

活動に関する情報が 得にくい

活動のノウハウの不足

活動充実に向けた 研修機会の不足

スタッフの活動意欲の 維持が難しい

活動場所の確保が困難

その他

特に問題はない

10

7

7

7

5

4

3

2

1

1

1

0

0

3

3

0件 5件 10件 15件

R5(n=18)
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■他団体・機関との連携・協力について 

他団体・機関と連携・協力する上で困っていることについては、「特にない」が最も多くなっ

ている一方、「他の団体・機関と交流する機会がない、つながるきっかけがない」との意見もあ

るため、機会の創出やきっかけづくりが必要であると考えられます。 

 

【他団体・機関と連携・協力する上で困っていること】 

※「地域の他の団体・機関と連携・協力して活動を行っている」団体への限定設問 

 

 

■複合的な課題について 

複合的な課題を解決するための他団体・機関との連携・協力の必要性については、「必要

だと思う」が最も多くなっています。 

 

【複合的な課題を解決するための他団体・機関との連携・協力の必要性】 

 

 

 

 

  

他の団体・機関と交流する機会がない、
つながるきっかけがない

連携する必要性を感じない

連携できる活動内容がない

連携関係の構築に回せる余力がない

連絡は取っているが日時などの都合が合わない

活動地域内に他に活動できる団体・機関がない

どのように連携を始めてよいかわからない

連携を打診したが断られた

その他

特にない

無回答

2

1

1

1

1

0

0

0

2

5

3

0件 2件 4件 6件 8件

R5(n=14)

必要だと思う

必要性を感じない

無回答

15

1

2

0件 10件 20件

R5(n=18)
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（３）市民ワークショップ 

① ワークショップの概要 

■開催目的 

地域福祉計画に関するテーマについて気になっていること、これからの市の将来像につい

て考えていることを互いに聞き合い、出された意見を本計画策定の参考にすることを目的に

開催しました。 
 

■開催概要 

回 開催日時 場所 参加者数 

第１回 
2023（令和５）年８月29日（火） 

18：30～20：30  
稚内市総合福祉センター 26名 

第２回 
2023（令和５）年９月12日（火） 

18：30～20：30  
稚内総合文化センター 40名 

 

■開催テーマ 「これから10年、住み続けたいのはどんなまち？」 

回 各グループのテーマ 

第１回 【子育てのこと】 【地域の活動】 【地域の防犯のこと】 

第２回 【高齢者の暮らし】 【障がいのある方の暮らし】 【防災の備え】 

 

② ワークショップの主な意見 

■テーマごとの意見（抜粋） 

【子育てのこと】 

 

  ・交通手段に悩まなくても病院・療育機関などに通えるとよい（交通費補助、病院

が近くにある等）。 

・事前に手続きする時に電話ではなくネットなどで手続きができるとよい。 

・子ども食堂のように世代を越えて安心して集まれる、安心できるコミュニティの場

があるとよい（自分を表現できる場、学び合える場、子どもと保護者が交流等）。 

・子どもが楽しめるイベントの機会、安心して遊べる場所（公園）が増えるとよい。 

・子どもを通して自然と町内会の活動に参加していける仕組みや、互いに力を合わ

せていけるものがあるとよい（各人が活躍できる、求められる機会があること）。 

・ 「参加したい」「人とつながりたい」と思ってもらえるようなしかけが必要。 

・どんな世代、立場にある人も自分にあった方法で子育てや地域活動に参加でき

る仕組み（働いている人・子育て世代が参加しやすく）。 

・犬・子ども・大人が安心して暮らせるまち（散歩する人が増えれば子どもの見守り

にもなる、つながりが増す等）。 

・誰もが声をかけられるぐらいの顔見知りになれる地域づくり。 
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【地域の活動】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【地域の防犯のこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・地域で地域のために活躍する人に感謝できて、小さいことでも一人ひとりが支え

合って生活できる地域。まずは近所や町内会の活動に触れる機会があるとよい。 

・人の心を動かすつながりやネットワークが生まれるような、集まろうと思える場

が必要。 

・顔を合わせたら『挨拶』しあえる地域。 

・ポジティブなコミュニティがある地域（何でもやる、できることをやる、少しのお

せっかい等）。 

・町内会の役を受ける人が多くなってほしい。人とのつながりをもっと作りたい。 

・安心のまち（地域での見守り等）、良いまち（医療、子育て等）、みんなで考えるま

ち（人のあたたかさ、田舎のよさ等）であればよい。 

・働き盛りの人が生きがいを持って働ける職場が必要。生活に余裕が生まれると

子育ても楽しくなり、人とつながりやすくなり目を向けやすくなる。 

・子どもの笑顔を広げるために大人が頑張りたくなるまち。子ども神輿やラジオ体

操、夏祭り、子どもを楽しませる取組ができればよい。 

・車がなくても気軽にお店に買い物へ行ける交通網（おひとり様の対策、大都会へ

安く行ける補助等）。 

・町内会の役員に元気で若い方々に参加してほしい。 

・地域を見守るたくさんの目。互いに関心を持つ気持ち。 

・新しい分野や知らない人とのつながりを発展させる。 

・適度な距離感で、気に掛けあえるまち。 

・人と人とのつながり（頼れる人、助け合える人、お互いが気を許せる人等）がある

と心強い。住んでいて居心地が良いと思える地域。 

・障がいを持っている人でも誰かと一緒につながる何か活動ができる地域がよい。 

・個人で住むのではなく地域で住むまち。人と人とが気軽に声を掛け合える地域

づくり。 

・子どもから大人までまずは隣近所であいさつ。つながることで防災。 

・防災・防犯のために環境を整える（カメラ等の設置、街灯を増やす、スクールガー

ドをふやす等）。 

・市や町内会など様々な情報を誰でもわかりやすく見れるとよい。 

・小さい子から高齢者まで過ごしやすい地域（大人の温かい目、人を気にかける気

持ち等）。 

・安心できる在宅医療、ピンチの時に頼れる人が必要。 

・東京や札幌と稚内の行き来をしやすくできる道・交通・ちょっとした助成が必要。 

・時代に合った階層２レベルの日常的交流（町内会、SNS等）。 
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【高齢者の暮らし】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がいのある方の暮らし】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・挨拶があり、隣近所の顔や名前を知っていて助け合える地域。 

・近所づきあいが大切。何かの会に一緒に参加、楽しんでもらう。 

・外に出てみる事、イヤがられても声をかけてみる事。 

・年齢、性別、会社などは一切関係なく、制度、分野も関係なく、一人ひとりが人と

のつながりを持ち、見守っていく気持ち。 

・地域の人達で協力し合える住みやすい場所になってほしい。 

・高齢者でもできる仕事。参加できるイベントなどの情報を提供してくれる雑誌が

あると良い。 

・高齢者の活躍の場があり、ひとり一人が生きがいを感じられる場所が必要。 

・居場所づくりが大切（働く場所、会話を楽しむ場所、相談できる場所等）。 

・住民が安心して暮らせるシステム（医療・介護・福祉・就労・教育医療等）が整い、

人口が増え、観光が発展すれば良い。 

・介護のための施設や人員が不足。自分らしく住み続けるための選択ができるよ

うになればよい。 

・顔が見え、いつでもつながりを持てるような場所の提供（公民館等）。 

・顔の見える連携から、常につながっている「連帯」へ。 

・地域活動（町内会の集まり）が必要。誰も助け合えるつながりが共生社会への一

歩につながるのではないか。 

・何気ない会話や挨拶から社会とつながり、思いやり、助け合うことができる環境。 

・優しい言葉、絵での表示等で誰とでもコミュニケーションを取れるということが

つながりをつくる大切な一歩だと思う。 

・障がい、高齢者などの壁を無くし、それぞれのライフステージに合わせて市民全体

での連携、みんな一人ひとりが責任を持って優しい言葉のあふれるまちづくり。 

・助けを求めることにためらいを感じている人へのアプローチが必要。 

・業務ではなく、思いやりで動ける人・人の声を聞くことができる人・その場所その

時だけのつながりだけでなくその人達が循環するような仕組みづくり。 

・助けてくれた人にありがとうと言い合えるまちになってほしい。 

・医療の充実とサービスの質の向上。住み続けるためには切り離せない。人口減少

が防げる。 

・明るい未来・安心できる日常・生活ができる地域・価値観を共有し、改善できるまち。 
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【防災の備え】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）こころの健康に関するヒアリング調査 

① 調査の概要 

■調査目的 

計画策定にあたり、こころの健康について関わりの深い機関における現状と課題を把握し、

問題点や対策を検討するための資料とすることを目的に実施しました。 

■調査対象 

稚内市内の関係機関25ヵ所 

■調査方法 

調査票を郵送にて配布、回収時に聞き取り 

■調査期間 

2023（令和５）年９月12日～2023（令和５）年９月22日 

■回収結果 

回収数 25件 

  

・人とのつながりが大切で、日頃からコミュニケーションをとり、顔なじみになり、

つながっていることが大切だと思う。 

・コミュニケーションをとる上で、わかりやすい伝え方（簡単な日本語、絵カード目で見

える言葉等）が広がると、年齢や障がいの有無を問わず、意思の疎通がしやすい。 

・分野を越えての防災活動（避難訓練等）ができていないため、年齢や職種等にと

らわれずに協力しながら避難できる仕組みができてほしい。 

・避難訓練や地域のリーダー養成など、地域住民と行政団体が一緒に取り組むこと。 

・学区ごとの大きな区域で防災訓練できるとよい。 

・コミュニティスクールを活用した全市防災訓練（各中学校区・市民ぐるみ・炊き出

しが給食）があるとよい。 

・災害はいつか必ずくるという心構えや、判断に迷わないための共通の基準等が

必要。 

・声がけ、避難場所の確認、地域のみんなが気軽に集まれる場所が必要。 

・住民が安心して暮らせるシステムが整ったまち、医療、介護、福祉、就労、教育が

連携して互いに助け合えるまち、プラス人口、観光が発展すると良い。 
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② 調査の主な結果 

■相談内容 

各機関での相談内容としては、「家庭の問題」、「健康の問題」、「学校の問題」、「経済的な

問題」、「勤務関係の問題」が多くありました。 
 

内容 件数 

家庭の問題 16 

健康の問題 16 

学校の問題 1 1 

経済的な問題 10 

勤務関係の問題 10 

その他 6 

※重複あり 

 

■連携・連絡をとった関係機関 

連絡・連携をとった機関は、所属の属性により異なっており、それぞれが必要に応じて連

絡・連携している現状となっています。 
 

機関 件数 

市役所 12 

教育相談所 9 

医療機関 7 

小中学校・高校 7 

児童相談所 6 

保健所 3 

社会福祉協議会 2 

民生委員児童委員 2 

幼稚園・保育所 2 

警察署 2 

その他 1 

※重複あり 
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■いのちを守るために大切だと思うこと 

取組については、「気軽に相談できる場所の充実」、「学校でのいのちの教育」などの回答が

多くありました。 
 

内容 件数 

気軽に相談できる場所の充実 19 

学校でのいのちの教育 16 

職場でのこころの健康づくりの推進 12 

早期対応の中心的役割を果たす人材の養成 1 1 

自殺やこころの健康に関する講演会や研修会の開催 9 

自殺やこころの相談に対応する人材のスキルアップ 7 

自殺相談などの専門機関の設置 7 

自殺やこころの健康に関する普及啓発 5 

自殺未遂者支援の充実 1 

その他 2 

※重複あり 

 

■調査票と聞き取りの結果について 

○ 所属の属性により内容は様々ですが、こころの健康に関する相談を受ける機会があり、

各機関において、相談担当者の配置や、関係機関と連絡・連携などが行われていました。 

○ 職場においては、「ストレスチェックの実施」「相談を受けるためのスキルアップ研修会実

施」「職場内の相談窓口設置」「業務時間の短縮や業務内容の工夫の検討」などの取組

が行われている機関がありました。 

○ 学校では、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー等が、児童生徒のこころ

の健康を守るための重要な役割を果たしています。 

○ 相談を受ける側が一人で抱え込まないための体制を整えている機関がありました。 

○ いのちを守るために大切だと思うことについて、「気軽に相談できる場の充実」や「早期対

応の中心的役割を果たす人材の養成」など、多くあった項目に関しては、ゲートキーパー

の養成をはじめとした取組について、関係機関と連携をとり検討していくことが必要です。 
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８．第２次計画の指標評価 

評価区分 

A：実績値が目標値に達している 
B：実績値が目標値の 50%以上達成している 
C：実績値が目標値の 50％未満の範囲で達成している 
D：実績値が計画当初値よりも下回っている、あるいは変わらない 
E：設定した指標の把握方法が、計画策定時と異なるため評価が困難となったもの 
評価なし 

 

№ 
項  目 

〈指標の説明・設定の理由など〉 
現状値 

(2018) 
目標値 

(2023) 
実績値 

(2023) 
評価 

１ 
福祉に関心がある人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

71.1％ 
80％以上
に増加 

70.5％ D 

2 

福祉を必要とする人は、国や市町村など行政
が支えるべきと考える人の割合 37.0％ 

30％以下
に減少 

－ － 

福祉や地域のことは、行政が面倒を見るべきで
あると考える人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

－ － 10.4％ － 

３ 

共生型拠点及び共生型サービス 
〈高齢者、障がい者、子育て中の親や子ども、その他地域
の住民が自由に集える場、及び高齢者や障がい児(者)
が共に利用できるサービス事業所の数〉 

0ヶ所 3ヶ所 １ヶ所 C 

４ 
ボランティア活動に参加している人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

10.6％ 
20％以上
に増加 

20.9％ A 

５ 

民生委員児童委員の地域の担当の方を知って
いる人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

24.8％ 
30％以上
に増加 

27.7％ B 

６ 

社会福祉協議会の活動内容を知っている人の
割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

23.9％ 
30％以上
に増加 

27.7％ B 

７ 

地域包括支援センターが何のためにあるか
知っている人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

26.8％ 
30％以上
に増加 

29.7％ B 

８ 

基幹相談支援センターが何のためにあるか
知っている人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

14.7％ 
20％以上
に増加 

18.1％ B 

９ 

子育て支援センターが何のためにあるか知って
いる人の割合 

24.2％ 
30％以上
に増加 

－ － 

子育て世代包括支援センターが何のためにあ
るか知っている人の割合 
〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

－ － 22.1％ － 

10 
自主防災組織結成数 
〈地域の中で、共助としての防災活動に取り組む組織が結
成されている町内会の数〉 

8町内会 34町内会 20町内会 B 

11 
自殺死亡率（人口10万対） 
〈国は、自殺死亡率を10年間で30％以上減少させるとし
ていることから、国の５年後の目標値とする〉 

24.9 
（2016年） 

14.7 
24.2 

(2021年) 
C 

※No.2 の項目は、福祉について「関心がある」と回答した人だけが回答する設問を設定していましたが、すべての市民の意向
を反映させたものとするため、指標を変更しています。 

※No.9 の項目は、2022（令和４）年に子育て世代包括支援センターが開設され、市民の子育て相談窓口として認知度向上を
図る必要があるため、指標を変更しています。 


